


























■調査期間：　令和2年 1月6日 ～26日

■調査方法：　郵送による調査用紙の配布、ＦＡＸ・郵送による調査用紙回収

■調査対象：　上越商工会議所会員企業中　700社

■回答数：　　       件（回収率：        ％）213  件  （回収率：        30.4% )

・建設業は総合工事業、職別工事業で悪化し、全体として悪化となった。要因として民間需要の影響と回答した事業所が多かった。

　暖冬、少雪の影響と回答した事業所もあった。

・製造業は建設関連、部品加工、素材が悪化し、全体として悪化となった。要因として民間需要の影響と回答した事業所が多かった。

　消費税率引上げによる受注減と回答した事業所もあった。

・卸売業は建設材料、飲食料品で悪化し、全体として悪化となった。要因として民間需要、消費税引上げの影響と回答した事業所が多かった。

・小売業は燃料、自動車・自転車、身の回り品で悪化し、全体で悪化した。要因として消費税率引上げの影響と回答した事業所が多かった。　

・サービス業は飲食業で悪化したが、宿泊業、情報サービス業で改善し、全体で改善となった。
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　　　　　（ 令和元年10月～ 12月 実績 ・ 令和2年1月～ 3月 見通し ）

■売上ＤＩ- 建設業、小売業は20ポイント以上悪化し、特に製造業は30ポイント、卸売業は40ポイント以上の
　　　　　　大幅な悪化となった。
　　　　　  全体としては、前回調査時に予想したほど落ち込み幅ではなく、12.0ポイントの悪化で、DI値は
　　　　　　▲20.2ポイントであった。
　
　　　　　　来期については、小売業を除く、4業種で更に悪化する見通しとなっている。
　
　　　　　　建設業は24.3ポイント、製造業は32.9ポイント、卸売業は40.0ポイント、小売業は23.2ポイント
        　  悪化し、サービス業は29.8ポイント改善した。

上越商工会議所　会員景況調査  結果報告
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回答企業業種別構成比

29/ 4～ 6 29/ 7～ 9 29/10～12 30/ 1～ 3 30/ 4～ 6 30/ 7～ 9 30/10～12 31/ 1～ 3 31/ 4～ 6 01/ 7～ 9 01/10～12 02/1～3

全体 ▲ 5.2 ▲ 12.0 ▲ 0.5 ▲ 6.9 ▲ 14.2 0.4 ▲ 1.7 ▲ 16.8 ▲ 22.3 ▲ 8.2 ▲ 20.2 ▲ 32.4

建設業 ▲ 10.4 0.0 ▲ 14.7 ▲ 16.4 ▲ 38.7 1.9 ▲ 12.0 ▲ 25.4 ▲ 14.5 10.2 ▲ 14.1 ▲ 31.0

製造業 0.0 ▲ 10.6 8.5 13.3 4.7 ▲ 5.7 11.7 ▲ 11.9 ▲ 25.6 ▲ 2.1 ▲ 35.0 ▲ 40.0

卸売業 8.3 0.0 26.9 ▲ 10.5 ▲ 4.1 3.7 5.3 ▲ 15.8 ▲ 28.6 0.0 ▲ 40.0 ▲ 45.0

小売業 ▲ 15.0 ▲ 51.9 ▲ 33.4 ▲ 29.4 ▲ 39.2 ▲ 7.9 ▲ 3.7 ▲ 44.4 ▲ 46.4 ▲ 12.5 ▲ 35.7 ▲ 35.7

サービス業 ▲ 1.8 ▲ 11.1 15.6 1.7 5.0 5.6 ▲ 1.8 0.0 ▲ 13.2 ▲ 31.7 ▲ 1.9 ▲ 22.2
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・建設業は、売上の悪化と、原材料の値上げ、経費増加により、採算DI値が22.8ポイント悪化した。

・製造業は、売上の悪化と、原材料の値上げ、経費増加により、採算DI値が21.7ポイント悪化した。

・卸売業は、売上の悪化により、採算DI値が16.0ポイント悪化した。

・小売業は、売上DI値は悪化であったが、経費削減により採算DIは9.6ポイント改善した。

・サービス業は、売上DI値の改善の影響により、採算DI値が16.2ポイント改善した。　

 

・建設業は、売り上げ悪化と、原材料の値上げ、経費増加による影響により、採算DI値の悪化により、資金繰りDI値が16.1ポイント悪化した。

・製造業は、原材料の値上げ、経費関連の影響等による採算DIの悪化により、資金繰りDI値が0.4ポイント悪化した。

・卸売業は、売上DI値、採算DI値の悪化で、資金繰りDI値は0.4ポイントの悪化となった。

・小売業は、仕入原価が増加し、資金繰りDI値は悪化した

・サービス業は、売上DI値、採算DI値の改善により、資金繰りDI値が18.8ポイント改善した。
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■採算ＤＩ－ 小売業、サービス業は改善したが､建設業、製造業、卸売業は悪化した。
　　　　　　 全体として6.0ポイントの悪化となった。

　　　　　　　小売業は9.4ポイント、サービス業は16.2ポイント改善した。
　　　　　　　建設業は22.8ポイント、製造業は21.7ポイント、卸売業は16.0ポイントの悪化となった。

■資金繰りＤＩ－ サービス業は改善したが、建設業、小売業は悪化した。
　　　　　　　 　全体として0.8ポイントの改善となった。
　
　　　　　　　　　建設業で16.1ポイント、製造業で0.4ポイント、小売業で12.0ポイント悪化し、
　　　　　　　　　サービス業は18.8ポイント改善した。

29/ 4～ 6 29/ 7～ 9 29/10～12 30/ 1～ 3 30/ 4～ 6 30/ 7～ 9 30/10～12 31/ 1～ 3 31/ 4～ 6 01/ 7～ 9 01/10～12 02/1～3

全体 ▲ 14.0 ▲ 16.8 ▲ 2.8 ▲ 9.2 ▲ 18.9 ▲ 13.3 ▲ 7.0 ▲ 13.0 ▲ 21.2 ▲ 19.4 ▲ 25.4 ▲ 33.8

建設業 ▲ 18.9 ▲ 16.9 ▲ 7.3 ▲ 8.2 ▲ 37.1 ▲ 7.4 ▲ 8.0 ▲ 20.3 ▲ 10.9 1.7 ▲ 21.1 ▲ 36.6

製造業 ▲ 2.2 ▲ 4.3 ▲ 4.2 6.7 ▲ 4.8 5.7 ▲ 3.0 ▲ 9.5 ▲ 25.6 ▲ 20.8 ▲ 42.5 ▲ 35.0

卸売業 ▲ 4.1 9.5 26.9 ▲ 21.1 0.0 ▲ 29.6 5.2 ▲ 5.3 ▲ 14.3 ▲ 19.0 ▲ 35.0 ▲ 45.0

小売業 ▲ 10.0 ▲ 48.1 ▲ 22.2 ▲ 29.4 ▲ 46.4 ▲ 34.2 ▲ 11.1 ▲ 18.5 ▲ 42.9 ▲ 34.4 ▲ 25.0 ▲ 25.0

サービス業 ▲ 23.1 ▲ 22.2 0.0 ▲ 6.9 ▲ 4.9 ▲ 9.9 ▲ 10.9 ▲ 8.2 ▲ 18.9 ▲ 31.0 ▲ 14.8 ▲ 29.6
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29/ 4～ 6 29/ 7～ 9 29/10～12 30/ 1～ 3 30/ 4～ 6 30/ 7～ 9 30/10～12 31/ 1～ 3 31/ 4～ 6 01/ 7～ 9 01/10～12 02/1～3

全体 ▲ 3.6 ▲ 11.5 1.4 ▲ 0.5 ▲ 7.8 ▲ 0.9 ▲ 4.3 ▲ 2.9 ▲ 15.0 ▲ 11.1 ▲ 10.3 ▲ 21.6

建設業 ▲ 6.9 ▲ 6.8 ▲ 2.9 ▲ 6.6 ▲ 21.0 1.8 2.0 ▲ 1.7 ▲ 12.7 3.4 ▲ 12.7 ▲ 31.0

製造業 ▲ 7.7 ▲ 6.4 0.0 4.4 ▲ 2.4 11.4 ▲ 8.8 ▲ 2.4 ▲ 18.6 ▲ 14.6 ▲ 15.0 ▲ 30.0

卸売業 12.5 ▲ 4.8 23.1 0.0 4.2 ▲ 3.7 5.3 ▲ 10.5 ▲ 7.1 0.0 0.0 ▲ 10.0

小売業 20.0 ▲ 22.2 ▲ 7.4 ▲ 8.8 3.2 ▲ 13.1 ▲ 11.1 ▲ 7.4 ▲ 28.6 ▲ 9.4 ▲ 21.4 ▲ 7.1

サービス業 1.9 ▲ 18.5 2.3 6.9 3.2 ▲ 1.4 ▲ 7.3 0.0 ▲ 9.4 ▲ 20.7 ▲ 1.9 ▲ 14.8
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業種別資金繰りＤＩの推移
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■消費税率引き上げに伴う状況について 令和元年11月26日現在

回答企業数

●今回の消費税率引き上げ前に、駆け込み

　需要はありましたか。

　①あった

　 《あった場合の増加率》 16 26.7% 11 23.4% 11 52.4% 14 43.8% 12 20.0% 64 29.1%

　　　■１％以上～５％未満 12 20.0% 7 14.9% 8 38.1% 8 25.0% 10 16.7% 45 20.5%

　　　■５％以上～１０％未満 1 1.7% 3 6.4% 1 4.8% 4 12.5% 1 1.7% 10 4.5%

　　　■１０％以上～２０％未満 2 3.3% 1 2.1% 1 4.8% 1 3.1% 1 1.7% 6 2.7%

　　　■２０％以上 1 1.7% 0.0% 1 4.8% 1 3.1% 0.0% 3 1.4%

　②な　い 44 73.3% 36 76.6% 10 47.6% 18 56.3% 48 80.0% 156 70.9%

●今回の消費税率引き上げ後、買い控え

　による売上減、受注減等はありましたか。

　①あった                          

　 《あった場合の減少率》 4 6.7% 11 23.4% 9 42.9% 13 40.6% 14 23.3% 51 23.2%

　　　■１％以上～５％未満 1 1.7% 6 12.8% 6 28.6% 7 21.9% 3 5.0% 23 10.5%

　　　■５％以上～１０％未満 0.0% 3 6.4% 1 4.8% 1 3.1% 9 15.0% 14 6.4%

　　　■１０％以上～２０％未満 2 3.3% 2 4.3% 1 4.8% 4 12.5% 2 3.3% 11 5.0%

　　　■２０％以上 1 1.7% 0.0% 1 4.8% 1 3.1% 0.0% 3 1.4%

　②な　い 56 93.3% 36 76.6% 12 57.1% 19 59.4% 46 76.7% 169 76.8%

●消費税率引き上げ後、販売価格に引き

  上げ分の価格転嫁はできましたか。           60 47 21 32 60 220

　　　■転嫁できた 40 66.7% 32 68.1% 13 61.9% 18 56.3% 33 55.0% 136 61.8%

　　　■一部転嫁できなかった 10 16.7% 8 17.0% 3 14.3% 7 21.9% 12 20.0% 40 18.2%

　　　■全くできなかった 9 15.0% 7 14.9% 4 19.0% 4 12.5% 11 18.3% 35 15.9%

　　　■無回答 1 2.5% 0.0% 1 7.7% 3 16.7% 4 12.1% 9 6.6%

●キャッシュレス決裁対応をしています。

　①対応している（複数回答可） 9 20.0% 4 4.3% 6 33.3% 69 81.3% 40 35.0% 128 30.9%

　　　■クレジットカード 3 5.0% 2 4.3% 4 19.0% 22 68.8% 16 26.7% 47 21.4%

　　　■（ＱＲコード）ＰａｙＰａｙ 1 1.7% 0.0% 1 4.8% 14 43.8% 13 21.7% 29 13.2%

　　　■（ＱＲコード）オリガミＰａｙ 2 3.3% 0.0% 1 4.8% 6 18.8% 0.0% 9 4.1%

　　　■（ＱＲコード）ＬＩＮＥＰａｙ 1 1.7% 0.0% 0.0% 4 12.5% 1 1.7% 6 2.7%

　　　■（ＱＲコード）楽天Ｐａｙ 0.0% 0.0% 0.0% 7 21.9% 3 5.0% 10 4.5%

　　　■その他    （AirPay） 1 1.7% 0.0% 0.0% 3 9.4% 1 1.7% 5 2.3%

　　　■電子マネー（Suica､WAON､nanaco等） 0.0% 1 2.1% 0.0% 6 18.8% 3 5.0% 10 4.5%

　　　■デビットカード(銀行系 等)　 1 1.7% 1 2.1% 0.0% 5 15.6% 3 5.0% 10 4.5%

　　　■無回答 0.0% 0.0% 0.0% 2 6.3% 0.0% 2 0.9%

　②対応していない 48 80.0% 45 95.7% 14 66.7% 6 18.8% 39 65.0% 152 69.1%

　　　■今後対応する予定である 1 1.7% 4 8.9% 0.0% 0.0% 3 7.7% 8 5.3%

　　　■申請したが間に合っていない 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0 0.0%

　　　■決済対応業種ではない 19 31.7% 16 34.0% 8 38.1% 0.0% 15 25.0% 58 26.4%

　　　■導入は考えてない 19 31.7% 12 25.5% 4 19.0% 4 12.5% 17 28.3% 56 25.5%

　　　■無回答 9 15.0% 13 27.7% 2 9.5% 2 6.3% 4 6.7% 30 13.6%

●軽減税率対応レジの導入について

　①導入した 0.0% 1 2.1% 0.0% 12 37.5% 9 15.0% 22 10.0%

　②導入していない 60 100.0% 46 97.9% 21 100.0% 20 62.5% 51 85.0% 198 90.0%

　　　■今後導入する予定である 1 1.7% 1 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 2 0.9%

　　　■対応レジを注文し設置待ちである 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1 1.7% 1 0.5%

　　　■レジ対応業種であるがレジペーパー等に、

　　　　　  記述式で対応するので導入は考えてない
0.0% 0.0% 0.0% 3 9.4% 0.0% 3 1.4%

　　　■レジ対応業種ではない 47 78.3% 33 70.2% 18 85.7% 12 37.5% 39 65.0% 149 67.7%

　　　■そもそも自社と関係があるか分からない 6 10.0% 8 17.0% 1 4.8% 1 3.1% 7 11.7% 23 10.5%

　　　■無回答 6 10.0% 4 8.5% 2 9.5% 4 12.5% 4 6.7% 20 9.1%
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小企業の業況判断等

2020年2月5日

高田支店 国民生活事業
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1

○ 2019年7－9月期の業況判断DIは、前期から横ばいの▲26.0となった。

○ 小企業の景況は、持ち直しの動きに足踏みがみられる。

資料：日本政策金融公庫「全国中小企業動向調査」、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」

（注）１ 「良い」企業割合－「悪い」企業割合（大企業、小企業）。
２ 前年同期比で「好転」企業割合－「悪化」企業割合（中小企業、季節調整値）。
３ 中小企業については、2期先（～2020年1－3月期）までの見通しを調査している。
４ △は景気の山、▼は景気の谷、（ ）内は、その年月を表す。以下、同じ。

図２－１ 業況判断DIの推移

中小企業

小企業

大企業

見通し

◇小企業の景況は、持ち直しの動きに足踏みがみられる



◇新潟県の小企業の業況は・・・
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2

○ 2019年7－9月期の業況判断DIは▲19.1となり、6.6ポイント好転した。

○ 全国を6.9ポイント上回っている。

資料：日本政策金融公庫「全国中小企業動向調査（小企業編）」

（注）「良い」企業割合－「悪い」企業割合。

図２－３ 業況判断DIの推移

見通し



利益減少
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資料：日本政策金融公庫「全国中小企業動向調査（小企業編）」

（注）当面の経営上の問題点について択一式で回答を求め、上位4位までを示したもの。

◇求人難を懸念する小企業が増加

3

○ 経営上の問題点をみると、「売上不振」が最も多い。

○ 「求人難」は、上昇傾向となっている。

図２－６ 経営上の問題点の推移

売上不振

求人難
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（年/四半期）

7－9月期

設備老朽化等



◇従業員の不足感は10年連続で上昇

4

○ 現在の従業員数が「不足」と回答した企業割合は39.6％となった。

○ 従業員過不足DIは1992年調査以来の高い水準となっている。

図３－１ 従業員の過不足感

資料：日本政策金融公庫「小企業の雇用に関する調査結果」

（注）１ 従業員過不足DIは「不足」企業割合－「過剰」企業割合。

２ 各年とも7－9月期調査において尋ねている。

３ 従業員はパート・アルバイト、派遣社員などを含む。

４ 回答割合は四捨五入して表記しているため、合計が100に

ならない場合がある。

最近の日本公庫総研調査結果

小企業の雇用状況

図３－２ 従業員過不足DIの推移

資料：日本政策金融公庫「小企業の雇用に関する調査結果」

（注）１ 91年、97年は調査を実施していない。

２ 大企業、中小企業のDIは日本銀行「全国企業短期経済観測調査」より、

毎年7－9月期調査の雇用人員判断DI（「過剰」企業割合－「不足」企業

割合）を加工したもの。

３ △は景気の山、▼は景気の谷、シャドー部分は景気後退期を示す。
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◇給与水準の動向と背景

5

○ 従業員の給与水準が1年前と比べて｢上昇｣した企業割合は、34.8％となった。

○ 給与水準が上昇した背景は「人材の定着・確保」が最も多い。

最近の日本公庫総研調査結果

小企業の雇用状況

資料：日本政策金融公庫「小企業の雇用に関する調査結果」

(注) 定期昇給、昇格・降格による上昇・低下を除いての回答である。

資料：日本政策金融公庫「小企業の雇用に関する調査結果」

(注) 従業員の給与水準が「上昇した」と回答した企業に、

背景を尋ねたもの。

図３－３ 給与水準の動向 図３－４ 給与水準が上昇した背景（複数回答）
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